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１．はじめに
　近年、大企業の海外事業活動が活発化しているが、中小企業においても
積極的な海外進出がみられる。内閣府（2013）が2000年度と2010年度の
大企業、中小企業の海外進出データを比較し、１）大企業の海外進出企業
割合が増加し半数を超えた、２）中小企業は大企業を上回る勢いで増加し
ており、全体に占める割合は大企業と比べて低いものの約2割を占める、
といった点を明らかにした。また、こうした海外進出の増加理由として、
①国内市場の縮小と新興国市場の拡大、②新興国の技術水準の上昇、③リー
マンショック以降の円高傾向、③FTAメリットの享受（FTA締結国への進
出理由）、などを指摘している（内閣府 2013）。
　このように、大企業だけでなく中小企業においても人口減少と需要減が進
行する国内市場から今後の成長・発展が見込まれるアジア諸国をはじめとし
た海外市場へと目を向け、現地生産や現地販売活動に取り組もうとする企業
が増え続けている。そこで重要となってくるのは、日本でイノベーション（革
新的な製品･サービス・生産方法･マーケティングなど）を興し他の国に供給
（移転）するというモデルではなく、現地の変化する市場ニーズをいち早く
察知し現地発のイノベーションを興すとともに、それを日本を始めとする国々
に供給（移転）することではないだろうか。ゴビンダラジャン（Govindarajan）
らは、新興国市場で最初に開発･採用されたイノベーションが先進国市場へ
と移転・採用されること（従来とは逆の流れ）をリバース･イノベーションと
定義し、今後の企業の国際化戦略として極めて重要になると強調している
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（Govindarajan & Ramamurti 2011; Govindarajan & Trimble 2012）。
　この考え方は1998年にプラハラッドら（Prahalad & Hart 2002）が提唱
したBOP（bottom/base of the pyramid）市場(1)への着目が源流ともいえる。
彼らは1日2ドル未満で生活している経済ピラミッドの底辺を形成する
人々のことをBOPと定義した。世界人口の7割に相当する40億人の層であ
り、それを市場として捉えるとその規模は5兆ドルにも上るため、企業は
BOPのニーズに合うものを供給することによって多くの利益を得られるば
かりでなく、貧困層の減少にも寄与できることになると主張した。それ以
降、先進国経済の停滞・縮小化と対峙するように途上国の経済発展と市場
拡大が進展し、欧米の多国籍企業は途上国のボリュームゾーンとともに
BOP市場も視野に入れたビジネスを展開し始めた。
　一方、日本でのBOPビジネス（途上国における年間所得3,000USドル以
下の低所得層を対象にしたビジネス）(2)は欧米先進国から10年遅れたと言
われる。2009年、日本ではようやく「BOPビジネス元年」と呼ばれるよ
うになり、経済産業省による「BOPビジネス支援センター」の開設（2010
年）、JICAによるBOPビジネスF/S調査(フィージビリティ調査)のための公
募事業の実施（2010年）が始まった。これら公的支援が追い風となった
ことも影響し、種々の阻害要因があるにも関わらず、海外事業展開を行う
企業によるBOPビジネスの取り組みがその後増加し続けている（三菱UFJ
リサーチ＆コンサルティング 2013; 国際貿易投資研究所2015）。
　BOPビジネスを実施するためには、現地の文化･習慣・生活スタイルを
知った上で何が必要とされているかを調べ、そのニーズに合致した製品･
サービスを新規に創り出すことが重要である。とりわけ、BOPというマー
ケットに対してはこれまでの常識を捨てたイノベーションを興す必要性を
プラハラードは説いている（Prahalad 2004）。また、ゴビンダラジャンと
同時期に着目された、少ない資源やコストにもかかわらず高い価値を有す
る製品を設計･開発する倹約的イノベーション＝フルーガル･イノベーショ
ン（The Economist 2010; Kumar and Puranam 2011）やポーターとクラマー
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（Porter & Kramer 2011）が主張している、CSRを転換し貧困等の社会問題
を事業化するCSV（Creating Shared Value：共有価値創造）の考え方は、こ
れまで主要なターゲットとされてこなかった途上国や貧困層に焦点を当て
たイノベーションの必要性を喚起した。ゴビンダラジャンのリバース･イ
ノベーションは、こうした「BOP市場の価値化」やCSVといった考え方が
噴出する中で生まれたことを考慮すれば、それが突発的に出てきたもので
はないことが理解できるであろう。
　ただ、企業は国際的に事業活動をおこなう中で現地の必要としているも
のを提供する装置であるという視点に立てば、BOP市場に限らず先進国市
場も含めることは可能である。そこで本稿では、リバース･イノベーショ
ンを「他の国で開発されたイノベーションが現地市場で受け入れられ、更
に本国市場へも還流し受け入れられることを指し、その対象国は途上国に
限定せず先進国も含めること」と広義に解釈する。
　以下において、大企業と中小企業におけるリバース・イノベーションが
どのように実施されているのか、アンケート・データ(3)を使用し両者を比較
することによって、企業規模による違いと中小企業の特質を明らかにする。
２．分析の視点
（1）分析の概要
　中小企業のリバース・イノベーションの実態を明らかにするためアン
ケート調査を実施した。対象業種は最も海外進出割合の高い製造業とし、
全ての種類のイノベーションを扱うと設問項目が多岐に渡るため、プロダ
クト・イノベーション（製品革新）に限定した。また、中小製造業の中で
も海外直接投資を行っている企業であることが前提条件となるが、その割
合はわずか1.04％（中小企業庁2012）、企業数にして4,299社(4)に過ぎず、
しかも従業員数が少ないほどそのパーセンテージは低くなる。そこで、小
規模企業（従業員数20人以下）を除く中小製造業（従業員数21 ～ 299人）
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であり、なおかつ海外直接投資を実施している企業の製品企画・開発担当
者を対象に、リバース・イノベーションの実施状況を調査し、同時に従業
員数300人を超える大企業（製造業）へも同様の調査を行った。
　リバース・イノベーションは、時間の流れを伴っている点が特徴（図表
1参照）であるため、日本からの直接投資（時期･理由等）、現地でのプロ
ダクト・イノベーション（時期・開発内容等）、現地での販売、日本での
販売という順に質問項目を設定した。
 
図表1　リバース・イノベーションの概念図
（出所）筆者作成
（2）プロダクト･イノベーションの範囲
　プロダクト･イノベーションの定義範囲は研究者、研究機関により異な
るが、OECDが策定したOslo Manual（OECD and Eurostat 2005）の定義に
従うと、「その特性または用途に関して新規または大きく改良された製品」
であり、これには「設計仕様、構成部品、原材料、組み込みソフトウェア、
使い勝手（user friendliness）、またはその他の機能等を大幅に改良した製品」
も含まれる。要するに、製品イノベーションは全く新しい製品だけでなく、
既存品に改良を加えた製品も対象としていることを意味しており、他のイ
ノ ベ ー シ ョ ン 研 究 者 に お い て も 同 様 の 定 義 が み ら れ る（Christine 
Greenhalgh & Mark Rogers 2010）。また、同定義は日本において文部科学
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省科学技術政策研究所が2003年から実施している「全国イノベーション
調査」において使用されている定義（文部科学省 2004）でもあるため、
既存製品の改良も含めたOslo Manualによるプロダクト･イノベーションの
定義を使用する。
３．調査対象企業の概要
　対象企業（中小企業: N=186、大企業: N=191）に関しては、大企業の4
割（40.3％）が1985年のプラザ合意以前から既に海外進出を果たしており、
90年代以降に残り半数近くの進出がみられる（図表2）。それに対して中
小企業の場合は、プラザ合意後、特に2000年代以降の進出が全体の6割を
超えており、大企業とは進出時期に違いがみられる。
　海外進出国については、中小企業の72%、大企業の8割以上（83.8%）
が中国に拠点を有している（図表3）。次いで、NIEs4 ヶ国（アジア新興
工業経済地域：韓国、台湾、香港、シンガポール） へは中小企業の3分の1、
大企業では過半数(58.1%）が進出している。ASEAN4とベトナムについ
ては、大企業が3割程度またはそれ以上の進出を果たしているが、中小企
業では1割を超えるのがタイ（26.3%）とインドネシア（13.4%）の2カ国
だけであり、マレーシア、フィリピン、ベトナムは1割以下と少ない。先
進国（本調査の対象国は米国と欧州先進国のみ）への進出は、中小企業
で米国23.1%、欧州先進国が14%であるが、大企業では米国が4分の3弱
（72.8%）、欧州先進国は6割（58.1%）であり、両者の間に大きな違いが
みられる。また、進出国（地域）の合計数を企業数で除した値は中小企業
1.1に対して大企業では2.7と高い。つまり、中小企業は概ね1.1 ヶ国（地域）
に進出しているのに対して大企業は2.7 ヶ国（地域）と多国籍に渡る事業
展開をしている点は企業規模による大きな違いといえる。
　海外進出先の中で最も重視する「主力拠点」（1 ヶ国・地域を選択）に
関しては、中小企業の約半数、大企業の3割が「中国」と回答している。
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図表2　調査対象企業の海外進出年別割合
図表3　海外進出先国（全拠点（M.A.）と主力拠点（S.A.））
中国 NIEs4 タイ マレー シア フィリピン インドネシア ベトナム 米国 欧州先進国 N
（進出国全て）
中小企業 72.0% 34.4% 26.3% 5.9% 3.8% 13.4% 7.0% 23.1% 14.0% 186
大企業 83.8% 58.1% 57.1% 35.6% 29.8% 38.7% 35.1% 72.8% 58.1% 191
（主力拠点）
中小企業 48.4% 18.8% 11.8% 2.2% 1.6% 3.2% 0.0% 9.7% 4.3% 186
大企業 30.9% 5.8% 8.9% 2.6% 1.6% 2.1% 0.0% 37.2% 11.0% 191
中小企業の海外事業において中国が大企業以上に重視されていることがわ
かる。次いで、中小企業はNIEs4とタイを重要拠点と位置付けている。大
企業の場合、中国を重視しつつも米国を主力拠点とみなす割合が高く、4
割近く（37.2%）に達している。中小企業は中国、NIEs4、タイを重視し、
米国、欧州先進国への主力拠点の設置が少ない反面、大企業は中国ととも
に欧米先進国を重視した主力拠点の設置が特徴といえる。
　海外主力拠点を対象とした現地への進出目的（M.A.）に関しては、「現
地国市場への販路拡大」（57.5%）が中小企業で過半数を超えている（図
表4参照）。また、大企業では約8割と更に高い割合となっている。次いで
多い進出目的としては、「安い人件費を活用したコストダウンのため」（中
小企業42.5%、大企業34.0%）、「主力取引先の要請に応えるため」（中小企
業36.6%、大企業25.7%）といった目的があげられている。中小企業にとっ
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て、1990年代に中国・ASEAN諸国への旺盛な海外進出を後押ししたのは
現地の労働賃金の安さや親企業からの要請であったが、近年ではむしろ現
地国の経済発展にともなう旺盛な需要や販売先としての魅力が主目的（中
小企業庁 2014）となってきており、それが下表の結果にも表れている。
図表4　海外進出の目的（対象：海外主力拠点）M.A.
現地国市
場への販
路拡大
主力取引
先の要請
に応える
ため
安い人件
費を活用し
たコストダ
ウンのため
安価な原材
料・部品が
現地調達で
きるため
日本への
輸出のた
め
今後国内
市場が縮
小 化する
ため
高い技術
力・ 先 端
知 識を吸
収するため
その他 N
中小企業 57.5% 36.6% 42.5% 19.4% 14.0% 10.8% 4.8% 1.1% 186
大企業 77.5% 25.7% 34.0% 14.1% 7.3% 16.2% 6.8% 1.0% 191
Chi-Square 17.152*** 5.235* 2.845 1.844 4.392* 2.417 .664
***＜.001　　*<.05
４．大企業と中小企業のリバース・イノベーション実態
　　－分析結果
（1）海外進出時と進出後のイノベーション
　海外へ進出し現地市場で販売するために、新製品を開発あるいは既存製
品の改良を実施したか否かという設問（図表5）に関しては、中小企業
（49.0%）と比べて大企業の実施率は60.0％と高く統計的にも有意差が認
められる（Chi-square=4.009, p=.045）。経営資源が中小企業より豊富な大
企業の方が高い実施割合であるのはむしろ当然の結果であろうが、中小企
業においても半数近くは海外進出時に現地販売を目的とした新製品開発あ
るいは既存製品の改良に取り組んでいる状況が判明した。
図表5　海外進出時に、現地市場向け新製品を開発又は
　　　  自社の既存製品の改良を実施したか
実施した 実施しなかった N
中小企業 49.0% 51.0% 151
大企業 60.0% 40.0% 180
Chi-square 4.009
p-value .045
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　海外進出後に現地市場向けの新製品を開発又は既存製品を改良したか否
か、という設問（図表6）に関しては、中小企業の64.9%、大企業の72.8%
が実施した経験を有している。統計的には5%水準で中小企業と大企業の
実施率に有意差は認められない（Chi-square=2.390, p=.122）。中小企業の3
分の2程度が海外進出後に現地市場を対象とした新製品開発や既存製品の
改良に取り組んでいる実態が伺える。
図表6　海外進出後、現地市場向けに新製品を開発又は
　　　  自社の既存製品の改良を実施しましたか
実施した 実施しなかった N
中小企業 64.9% 35.1% 151
大企業 72.8% 27.2% 180
Chi-square 2.390
p-value .122
（2）主力拠点進出時の製品イノベーション
　海外主力拠点へ進出した時に実施した製品イノベーションに関しては、
前述したイノベーションの定義の通り、全くのゼロから新製品を開発する
ケースと既存製品に改良を加えたものを販売するケースがある。そして後
者は、既存製品の機能等を落として低価格製品として販売する場合と、既
存製品に付加価値を付け高価格製品として販売する場合が想定される。こ
れら3つの開発・改良製品に関する回答結果を以下において考察する（図
表7参照）。
　まず、中小企業が現地販売用の新製品をゼロから企画･開発した割合（「そ
の通り」「まあその通り」と回答した比率の合計）は58.1%であり大企業
（48.2%）との間に有意差はみられない。一方、既存製品を改良するケー
スでは、コスト･リーダーシップ(5)を志向し低価格製品を開発･販売した割
合が中小企業で54.0%、大企業では60.2%といずれも半数を超えているが、
両者の間に有意差はない。また、既存製品に付加価値を付けて高価格品を
開発・販売した割合は中小企業で43.3%、大企業では63.9%となっており、
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中小企業より大企業で高い割合となっている（5％水準で有意差あり）。大
企業と同様に、半数程度～ 6割の中小企業が海外主力拠点においてアイデ
ア段階からまたは既存製品の機能を落とした製品イノベーションを実施し
ているが、既存製品の高付加価値化を志向するイノベーションは中小企業
より大企業の方が積極的であるといえる。
図表7　主力拠点進出時の製品イノベーション
中小企業[N=74] 大企業[N=108] t-test
Mean SD (%) Mean SD (%) t p
現地販売用新製品をゼロ
から企画・開発 2.47 1.010 (58.1) 2.68 1.031 (48.2) 1.321 .189
既存製品の機能を落とし
現地人が買えるよう低価
格品に改良
2.57 1.008 (54.0) 2.49 .859 (60.2) .536 .593
既存製品に付加価値を付
けて高価格品を開発し現
地で販売
2.74 .966 (43.3) 2.37 .963 (63.9) 2.563 .011
（注） 1. Likert scale（「1. その通り」～「4. 違う」）
　　 2. カッコ内は「1. その通り」「2. まあその通り」と回答した比率の合計。
（3）海外進出以降、現在までの製品イノベーションの実施状況
　海外に進出して以降、現在に至るまでの間の製品イノベーションの実施
状況については、現地販売用の新製品開発をゼロから企画･販売した中小
企業が15.3%、大企業で10.7%存在している。海外進出時と比べて大きな
違いはない（図表8参照）。
　既存製品の改良については、機能を落とした低価格製品を開発･販売し
た割合が、中小企業、大企業ともに15.3%であった。一方、既存製品に付
加価値を付けて高価格品を開発・販売した割合は中小企業で13.3%、大企
業で14.5%である。検定結果からみると、ゼロから企画･開発することや
既存製品の低価格化については企業規模間で有意差が認められないが、既
存製品の高付加価値化については大企業の実施率が有意に高いことがわか
る。
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図表8　海外進出後～現在までの製品イノベーション
中小企業[N=74] 大企業[N=108] t-test
Mean SD (%) Mean SD (%) t p
現地販売用新製品をゼロ
から企画・開発 2.53 1.007 (15.3) 2.67 .980 (10.7) 1.061 .290
既存製品の機能を落とし
現地人が買えるよう低価
格品に改良
2.57 1.035 (15.3) 2.42 .960 (15.3) 1.143 .254
既存製品に付加価値を付
けて高価格品を開発し現
地で販売
2.65 1.036 (13.3) 2.31 .858 (14.5) 2.700 .008
（注）図表7に同じ。
　大企業は海外拠点設置時、設置後ともに既存製品に付加価値を付けた高
価格品を開発する傾向が強い。中小企業と比べて大企業は先進国へも積極
的に拠点を設置していることから、先進国市場への販売において高価格を
志向していると考えられる。ブレークダウンした図表9によると、企業規
模の差ではなく国による差、つまり途上国と比べて先進国において高付加
価値品を開発･販売する傾向が高いことがわかる。
　既存製品の機能を落として低価格品に改良し販売することに関しては、
中小企業は途上国、先進国ともに進出時に大企業よりも高い割合で実施し
ており、進出後も同様である（図表10参照）。また、大企業は進出後に低
価格品の開発を志向する割合が先進国、途上国ともに高くなる。
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図表9　既存製品に付加価値を付けて高価格品を開発
（注）「その通り」と回答した割合。
図表10　既存品の機能を落とし現地人が買えるよう低価格品に改良
（注）「その通り」と回答した割合。
（4）現地市場向け開発･改良製品の販売状況
　海外拠点を有する大企業、中小企業が現地向けに開発した製品は、対象
国の市場において受け入れられているのであろうか。開発時点別に販売状
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況をクロス集計により分析してみることにする（図表11参照）。
　まず、現地国市場においては進出時に開発した製品、進出後に開発した
製品のいずれにおいても中小企業の約8割が「売れた」と回答しており、
現地での販売状況は良好であることがわかる。また、大企業では同割合が
9割を超えている。
　ここで、現地での売上状況は対象となる市場が途上国か先進国かによっ
て違いがあるのではないかとの疑問が生じる。この点に関しては、途上国
で「売れた」とする企業割合は84.1%、先進国市場で「売れた」とする企
業割合は85.9%であった。この結果を勘案すれば、対象市場が途上国か先
進国かによる違いというより、むしろ企業規模（中小企業と大企業）の差
が売上に影響しているといえよう。
図表11　現地国市場での販売状況
企業規模 Ｎ 売れた 売れなかった Chi-Square p-value
現地国市場 進出時開発 中小企業 74 77.0% 23.0%
6.536 .011
大企業 108 90.8% 9.2%
進出後開発 中小企業 98 84.7% 15.3%
2.017 .156
大企業 131 91.7% 8.4%
（5）現地進出時に開発した製品の日本での販売状況
　プロダクト・イノベーション活動の評価という視点からは、たとえ新た
な製品が開発されても、それが売れなければ成功したとはいえないだろう。
その意味では、リバース･イノベーションの成功とは新製品（または改良製
品）が現地で売れ、更に日本に逆流して国内でも売れることが必要となる。
　中小企業の場合、現地進出時に開発し現地で売れた製品の日本での販売
状況は、「日本で売れている」とする割合が24.6％であるが、残り7割は「日
本で売っているが売れていない」（17.5％）、「まだ日本で売っていないが、
今後の販売を検討中」（31.6％）、あるいは「日本で売ることは考えていな
い」（26.3％）という内容である（図表12参照）。現地で売れた製品の中で、
日本に還流し国内でも売れたのは4社に1社程度であることがわかる。
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図表12　現地進出時に開発した製品の日本での販売状況
　さらに大企業においても中小企業とほぼ同様の傾向がみられる。「日本
でも売れている」（30.6％）とする割合は、中小企業よりも大企業が6％ほ
ど高い数値となっているが、5％水準では有意差がみられない(χ2=.649, 
p=.420)。
　現地進出時に開発･改良した製品が現地で売れたとしてもその6割程度
は日本で販売していないものの、中小企業では約4分の1、大企業でも3割
程度は日本での販売がうまくいっていることが伺える。
　また、現地進出後に開発した製品について、中小企業、大企業ともに現
地進出時に開発した製品と同様の販売傾向をみることができる（図表13）。
中小企業の場合、現地国で売れ、なおかつ日本でも売れているとする回答
は4社に1社（26.7％）の割で存在する。一方、大企業での同割合は約3割
（29.6％）とやや高い数値であるが、両者の間に統計的有意差は認められ
ない（χ2 =.156, p=.692）。
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図表13　現地進出後に開発した製品の日本での販売状況
　大企業で70％、中小企業においても73.3％はリバース・イノベーション
に成功しているとはいえず、日本での販売状況が良くなかったり、現状で
はまだ販売していない（「日本で売っているが売れていない」、「まだ日本
で売っていないが、今後販売を検討中」、「日本で売ることは考えていない」）
のが実態である。
５．分析結果のまとめ
　これまでの調査結果に基づいて、中小企業と大企業のリバース・イノベー
ションがどのような状況にあるのか、海外進出から現地でのイノベーショ
ンの実現と販売、そして当該製品の日本への還流の状況を以下にまとめて
みたい（図表14および15参照）。
　まず、中小企業に関しては国内に41万社存在する中小規模の製造業（中
小企業庁 2016）において海外拠点を有する割合はわずか1.04％と低いも
のの、海外進出企業数は着実に増加している。調査対象となった海外進出
中小製造業151社は途上国125社、先進国26社であり、大企業よりも進出
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時期は新しく（6割は2000年以降）、途上国への進出割合が高いのが特徴
である。現地でのプロダクト･イノベーションは進出時（49.0％）よりも
進出後（64.9％）の実施率が高く、現地市場での販売状況は前者（77.0％）
よりも後者（84.7％）がやや良い。進出時よりも現地経験と知識が経年変
化により豊かになるなど、いわば経験効果が働くことでイノベーションや
販売力が高まるのではないかと想定される。
　現地での販売が好調な中小企業は日本での販売を行っているわけだが、
その中でも日本で販売しているのは半数以下に留まる。現地発のイノベー
ションに成功し、その製品が日本に還流されて売上に寄与した（「売れた」
or「売れている」と回答した）中小企業は18社である。
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図表14　中小企業のリバース・イノベーション
　　　
（注）図中PIは、Product Innovationの略。
　　 ※1：中小企業庁（2011）による。
　一方、大企業（製造業）は国内に1,957社（中小企業庁 2016）存在し、
その76.2％（1,491社）（経済産業省 2012）が海外子会社を保有している。
中小企業よりも遥かに高い割合で海外生産・販売活動を行っているため、
海外経験や知識も豊富に蓄積している。本調査結果（180社）によると、
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中小企業より海外進出時期が全般に古く、途上国（88社）に比べ先進国（92
社）への主力拠点の設置が多いことがわかる。
　進出先国においては、現地でのプロダクト･イノベーションの実施割合
が中小企業よりも高い点が指摘される。進出時のイノベーション（60.0％）
と比べ進出後の同割合（72.8％）が高い点、そして進出後の方が、販売が
好調である点も中小企業と同様の傾向であり、これらは企業規模に限らな
い特徴といえよう。
　現地発イノベーション製品の現地市場での販売に関しても、9割が「売
れた（売れている）」と回答しており、売上の好調さが伺える。しかしな
がら、これら現地販売がうまくいっている企業の約6割は日本での販売を
行っていない。
　進出時あるいは進出後のイノベーションのいずれか（あるいは両方）を
実施した大企業が、現地で売れて、なおかつ日本での販売も好調なのは
34社であることが判明した。これらはリバース・イノベーションに成功
した企業といえるが、中小企業の倍近い企業数である点からは大企業にお
ける海外経験年数、海外知識、人的資源の豊富さ、資金力の高さなど、経
営資源の差が大きく影響しているといえるのではないだろうか。
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図表15　大企業のリバース･イノベーション
 
（注）図中PIは、Product Innovationの略。
※1：経済産業省（2012）および中小企業庁（2016）により算出。
６．結語
　リバース･イノベーションが新しい概念として提起されたものであるた
め、事例分析に関して特に大企業をケースとして取り扱った研究はあるも
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のの、中小企業を対象にアンケート調査を実施し大企業と比較した先行研
究は国内に限らず海外文献においても見当たらない。今回は、そうした意
味から試行錯誤を重ねた末、製造業のプロダクト･イノベーションに焦点
を当て中小企業と大企業のリバース･イノベーションの実態と両者の特質
を明らかにしようとした。大企業の方が現地発のリバース･イノベーショ
ン活動は盛んであり日本での販売に成功している企業は多いが、中小企業
においても現地発のイノベーションが半数以上において実施されている点
は注目すべきことであろう。これは、1980年代後半から90年代にかけて
多く見られた下請的な海外進出ではなく、自立性と主体性を持った中小企
業が途上国（BOP）を主たる市場として現地市場と現地文化に積極的にコ
ミットしようとする戦略的志向を有するようになってきたことを意味して
いる。さらに、海外展開している中小製造業151社中18社は、日本国内で
の販売に漕ぎ着け、売れる製品として市場に提供している。リバース・イ
ノベーションの成功を果たしたこれら企業は海外進出した中の12％と未
だ少ないものの、現地市場だけでなく更にその先にある日本市場までも視
野に入れたイノベーションを実施することの重要性とそれが中小企業にお
いても達成可能であることを示してくれた点は、本調査の貴重な収穫とい
えるだろう。
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注
（1） プラハラードはBOP市場の対象国としてインド、中国、東南アジア諸国、中
南米諸国、ロシア、アフリカ諸国等を挙げている。なかでも中国、インド、
ブラジル、メキシコ、ロシア、インドネシア、トルコ、南アフリカ、タイの
9カ国で30億人の人口と12.5兆ドルのGDP（合計）となり、これは日本、ド
イツ、フランス、イギリス、イタリアのGDPを合計したものより大きいこと
を指摘している（Prahalad 2004）。
（2） BOPの定義は経済産業省（2010）および、その元となったInternational 
Finance Corporation & World Resources Institute（2007）に拠る。
（3） アンケート調査の実施時期は、2016年1月20 ～ 22日（Web調査会社に委託）。
調査名は「大企業と中小企業の海外市場向け製品（商品）開発に関するアン
ケート調査」であり、調査対象は海外市場向け完成品（商品・製品）を製造
する日本企業（従業員20人以下の小規模企業を除く）の企画・開発担当者で
ある。重複回答が無いとはいえない点はネット調査における課題として指摘
しておきたい。なお、本論文では便宜的に回答者を回答企業と見做して表現
している。
（4） 2014年7月時点における中小製造業の企業数413,339社（中小企業白書 2016）
に1.04％を乗じた数値である。
（5） コスト面で他社より優位に立とうという戦略であり、同業他社より低いコス
トで製品を製造・販売することを目的とする。この戦略は、効率性の高い生
産設備の導入、開発力を高めて低コスト製品を開発、営業コストの低減等に
力を注ぐことによって実現する（Porter 1980）。
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